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汚染土壌処理施設の設置等に関する指導要綱

制定 平成２２年 ３月２５日

第１章 総則

（目的）

第１ この要綱は，土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。以下「法」という ）に。

基づき汚染土壌の処理を業として行う者が，汚染土壌処理施設の設置又は法第２３条第

１項の許可に該当する変更（以下「設置等」という ）を行う場合に，県が処理業者等。

に対し，公害防止，災害防止等のために必要な指導及び助言を行うことにより，生活環

境の保全及び汚染土壌の適正処理の推進を図ることを目的とする。

（定義）

第２ この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

(１) 汚染土壌 法第１６条第１項に規定する土壌をいう。

(２) 処理業者等 法第２２条第１項の規定による許可を受けようとする者及び許可を

受けている者をいう。

(３) 汚染土壌処理施設 法第２２条第１項に規定する汚染土壌の処理の事業の用に供

する施設をいう。

(４) 関係市町村 汚染土壌処理施設の設置等をしようとする場所を管轄する市町村及

び知事が必要と認める市町村をいう。

(５) 地域住民等 関係市町村に居住し，かつ，汚染土壌処理施設の設置等によりその

生活環境に影響が及ぶおそれがあると認められる者をいう。

(６) 生活環境影響調査 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第

１３７号）第１５条第３項に規定された「当該産業廃棄物処理施設を設置すること

が周辺地域の生活環境に及ぼす影響についての調査」に準じるものとし，この場合

において 「産業廃棄物」とあるのは「汚染土壌」と読み替えるものとする。，

(７) 保健所 汚染土壌処理施設の設置等をしようとする場所を管轄する保健所をい

う。

２ 前項に定めるもののほか，この要綱において使用する用語は，法において使用する用

語の例による。

（処理業者等の責務）

第３ 処理業者等は，法，汚染土壌対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号 ，汚）

染土壌処理業の許可申請の手続き等に関する省令（平成２１年環境省令第１０号。以下

「処理業省令」という ）及びその他の関係法令のほか，この要綱に定める事項を遵守。

しなければならない。

２ 処理業者等は，汚染土壌処理施設の設置等について，知事が別に定める汚染土壌処理

業の立地等に関する基準を遵守しなければならない。

３ 処理業者等は，汚染土壌処理施設の設置等及び汚染土壌の処理に起因する公害及び災

害の発生を防止し，地域住民等の生命及び財産に被害を与えないようにしなければなら
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ない。

４ 処理業者等は，汚染土壌処理施設の設置等の計画の策定に当たっては，県及び関係市

町村が定めた土地利用計画並びに環境保全に関する計画に適合するように努めなければ

ならない。

５ 処理業者等は 関係市町村長及び地域住民等と生活環境の保全に関する協定 以下 生， （ 「

活環境保全協定」という ）を締結するよう努めなければならない。。

６ 処理業者等は，汚染土壌処理施設等に起因する災害の発生に備え，賠償責任保険への

加入等に努めなければならない。

（県の責務）

第４ 県は，生活環境の保全及び汚染土壌の適正処理を推進し，処理業者等に対し，必要

な指導，助言及び監督を行うものとする。

２ 県は，関係市町村と密接な連携を図るとともに，その協力を得て，土壌汚染対策行政

を推進するものとする。

第２章 事前調整

（立地計画の概要に関する説明会の開催等）

第５ 処理業者等は，汚染土壌処理施設の設置等を計画しようとする場合には，地域住民

等に対し説明を行わなければならない。

２ 処理業者等は，前項の規定による説明の対象となる地域住民等の範囲を決めるに当た

って関係市町村長の意見を反映させなければならない。

（立地計画概要書の提出）

第６ 処理業者等は，汚染土壌処理施設等の設置等を行う場合には，第５第１項の説明を

行った後に，立地計画概要書(様式第１号)を知事に提出しなければならない。

２ 前項の立地計画概要書には，別表第１に掲げる書類並びに第５第１項の規定による説

明に関し地域住民等から出された意見及びそれに対する回答，対応内容等を記載した説

明会等実施報告書(様式第２号)を添付するものとする。

３ 処理業者等は，前項の説明会等実施報告書を，インターネットを利用する方法その他

地域住民等が容易に知ることができる方法により公開しなければならない。

（関係市町村長の意見聴取）

第７ 知事は，処理業者等から立地計画概要書等(立地計画概要書及び説明会等実施報告

書をいう。以下同じ。)が提出されたときは，当該立地計画概要書等の写しを関係市町

村長及び保健所長に送付するものとする。

２ 前項の場合において，知事は，関係市町村長に対し期間を指定して，立地計画概要書

等に係る汚染土壌処理施設の設置等の計画（以下「施設計画」という ）が関係市町村。

の定める土地利用計画及び環境保全に関する計画に対して及ぼす支障の有無について意

見書の提出を求めるものとする。

３ 関係市町村長は，前項の意見書を提出するに当たり，処理業者等に対し説明を求める

ことができる。

（処理業者等への通知）

第８ 知事は，第７第２項の意見書の内容及び知事等の所管する関係法令による規制等と
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の調整が必要な事項について，立地計画調整事項通知書(様式第３号)により通知すると

ともに，その写しを関係市町村長及び保健所長に送付するものとする。

２ 処理業者等は，前項の規定による通知を受けたときは，必要な措置を講じなければな

らない。

３ 知事は，第１項の通知をするに当たり，その他の関係法令の規定等により当該汚染土

壌処理施設の設置等が著しく困難であると認めるときは，その中止を指導することがで

きる。

第３章 生活環境影響調査

（生活環境影響調査）

第９ 処理業者等は，第１５第１項に基づく説明会の前に施設の設置等に係る生活環境影

響調査を実施しなければならない。

２ 処理業者等は，施設の設置等に係る生活環境影響調査を実施しようとするときは，あ

らかじめ次に掲げる事項を公告し 施設計画及び生活環境影響調査の実施計画(以下 施， 「

設計画等」という。)を当該公告の日から２週間公衆の縦覧に供するとともに，当該縦

覧が行われている期間中に，地域住民等に対し説明を行わなければならない。

(１) 処理業者等の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては，その代表者の氏名

(２) 汚染土壌処理施設等の設置の場所

(３) 新設又は変更の別

(４) 汚染土壌処理施設等の種類

(５) 汚染土壌処理施設等において処理する汚染土壌の種類

(６) 縦覧場所

(７) 説明会の日時及び場所

(８) その他知事が必要と認める事項

３ 前項の公告がなされたときは，当該汚染土壌処理施設の設置等に関し利害関係を有す

る者(地域住民等を含む。)は，同項の縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間を経

過する日までに，処理業者等に対し，施設計画等に対する生活環境の保全上の見地から

の意見書を提出することができる。

４ 処理業者等は，第２項の規定による説明の対象となる地域住民等の範囲を決めるに当

たって関係市町村長の意見を反映させなければならない。

５ 処理業者等は，第２項の規定による説明を行った後に，当該説明に関し地域住民等か

ら出された意見及びそれに対する回答，対応内容等(第３項の規定により提出された意

見書がある場合は，その写し及びそれに対する処理業者等の対応方針を含む。)を記載

した説明会等実施報告書(様式第２号)を知事に提出しなければならない。

６ 処理業者等は，前項の説明会等実施報告書を，インターネットを利用する方法その他

地域住民等が容易に知ることができる方法により公開しなければならない。

（施設計画等協議書の提出）

第１０ 処理業者等は 第９第２項の規定による説明を行った後に 施設計画等協議書(様， ，

式第４号)を知事に提出し，協議しなければならない。

２ 処理業者等は，前項の施設計画等協議書に，別表第２に掲げる書類を添付するものと



- 4 -

する。

（現地調査）

第１１ 知事は，第１０第１項の規定により処理業者等から施設計画等協議書が提出され

たときは，現地調査を行うものとする。

（関係市町村長の意見聴取）

第１２ 知事は，第１０第１項の規定により処理業者等から施設計画等協議書(第１０第

２項の規定により添付される書類を含む。以下同じ。)が提出されたときは，当該施設

計画等協議書及び第９第５項の説明会等実施報告書の写しを関係市町村長及び保健所長

に送付するものとする。

２ 知事は，施設の設置等に関し，関係市町村長に対し期間を指定して，施設計画等に対

する生活環境の保全上の見地からの意見書の提出を求めるものとする。

３ 関係市町村長は，前項の意見書を提出するに当たり，処理業者等に対し説明を求める

ことができる。

（施設計画等に関する意見の通知）

第１３ 知事は，第９第５項の説明会等実施報告書の記載内容及び，第１２第２項の意見

書及び第２８第１項の規定により専門委員から意見を聴いたときはその意見を総合的に

勘案し，施設計画等についての生活環境の保全上の見地からの意見を，施設計画等意見

書(様式第５号)により処理業者等に対して通知するものとする。

（施設計画等への反映）

第１４ 処理業者等は，第１３の規定による知事の意見(以下「知事等の意見」という。)

に十分配慮して生活環境影響調査を実施するとともに，知事等の意見を汚染土壌処理業

の許可の申請の手続等に関する省令第２条第２項第１号に基づく汚染土壌の処理に係る

事業経営計画の概要を記載した書類（以下「事業経営計画」という）に反映させなけれ

ばならない。

２ 知事は，必要と認めるときは，知事等の意見に対する処理業者等の措置の方針を確認

， 。するため 処理業者等に対して措置方針報告書(様式第６号)の提出を求めるものとする

３ 知事は，前項の規定により提出された措置方針報告書の内容が，知事等の意見を尊重

したものでないと認めるときは，処理業者等に対し，事業経営計画の中止を勧告するこ

とができるものとする。

（施設設置の説明会の開催等）

第１５ 処理業者等は，施設の設置等に係る工事の着手前に，地域住民等に対し，当該申

請等に係る汚染土壌処理施設の構造，処理能力，周辺地域の生活環境に及ぼす影響その

他必要な事項について説明を行わなければならない。

２ 処理業者等は，前項の規定による説明の対象となる地域住民等の範囲を決めるに当た

って関係市町村長の意見を反映させなければならない。

３ 地域住民等は，第１項の規定による説明が行われた日の翌日から起算して２週間を経

過する日までに，汚染土壌処理施設等の設置に関し生活環境保全上の見地からの意見書

を処理業者等に提出することができる。

４ 処理業者等は，第１項の規定による説明を行った後に，当該説明に関し地域住民等か

ら出された意見及びそれに対する回答，対応内容等(前項の規定により提出された意見
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書がある場合は，その写し及びそれに対する処理業者等の対応方針等を含む。)を記載

した説明会等実施報告書(様式第２号)及び第９第１項に基づく生活環境影響調査の結果

書を知事に提出しなければならない。

５ 処理業者等は，前項の説明会等実施報告書及び生活環境影響調査の結果書をインター

ネットを利用する方法その他地域住民等が容易に知ることができる方法により公開しな

ければならない。

第４章 許可申請等

（許可申請書の提出）

第１６ 処理業者等は，施設の設置等に係る工事の着手前に，許可申請書を正本１部，副

本２部を提出しなければならない。

２ 知事は，前項の許可申請書が提出されたときは，速やかに保健所長に通知するものと

する。

（現地調査）

第１７ 知事は，処理業者等から許可申請書が提出されたときは，必要に応じて現地調査

を行うものとする。

（告示及び縦覧）

第１８ 知事は，処理業者等から許可申請書が提出されたときは，次に掲げる事項につい

て速やかに告示を行うものとする。

(１) 申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては，その代表者の氏名

(２) 汚染土壌処理施設等の設置の場所

(３) 新設又は変更の別

(４) 汚染土壌処理施設等の種類

(５) 汚染土壌処理施設等において処理する汚染土壌の種類

(６) 申請年月日及び縦覧場所

(７) 第２０条の規定により提出することができる意見書の提出期限及び提出場所

(８) その他知事が必要と認める事項

２ 知事は，前項の告示があったときは，当該許可申請書及び処理業省令第２条第２項に

規定する書類を当該告示の日から１月間環境対策課及び保健所において公衆の縦覧に供

するものとする。

第５章 審査

（関係市町村長の意見聴取）

第１９ 知事は，第１８第１項の告示があったときは，遅滞なく，その旨を関係市町村長

に通知し，期間を指定して生活環境の保全上の見地からの意見書の提出を求めるものと

する。

（利害関係を有する者の意見書の提出）

第２０ 第１８第１項の告示があったときは，汚染土壌処理施設等の設置等に関し利害関

係を有する者(地域住民等を含む。)は，第１８第２項の規定による縦覧期間満了の日の

翌日から起算して２週間を経過する日までに，知事に対し，生活環境の保全上の見地か
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らの意見書を提出することができる。

（修正の指示）

第２１ 知事は，処理業者等から提出された事業経営計画について，生活環境の保全上の

観点から一層の配慮を加えることが望ましいと認めるときは，当該事業経営計画の修正

を指示することができるものとする。

２ 前項の規定による修正の指示は，修正指示書(様式第７号)により，相当の期間を定め

て行うものとする。

（修正届の提出）

第２２ 処理業者等は，第２１第１項の規定による修正の指示を受けたときは，指示の内

容に従い事業経営計画を修正するものとする。

２ 処理業者等は，前項の規定により事業経営計画の修正を行ったときは，当該修正の内

容を記載した計画修正届(様式第８号)を，当該修正の内容を確認するために必要な書類

とともに，知事に提出しなければならない。

（許可内容の公表）

第２３ 知事は，汚染土壌処理施設の設置等について許可を行ったときは，その旨を速や

かに公告するものとする。

２ 知事は，前項の公告内容について管轄保健所長及び関係市町村長に通知するものとす

る。

第６章 生活環境保全協定

（生活環境保全協定締結の要請）

第２４ 知事は，第９第３項又は第１５第３項の規定により地域住民等から出された意見

の内容を踏まえ，処理業者等に対し，施設の設置等に係る工事の着手前に，生活環境の

保全に関する協定（以下「協定」という ）を締結するよう求めるものとする。。

２ 処理業者等は，前項の規定により協定の締結を求められたときは，速やかにこれに応

じ，協定を締結するよう努めなければならない。

（生活環境保全協定締結に関する指導及び助言）

第２５ 知事は，関係市町村長と協力し，協定の締結について必要な指導及び助言を行う

ものとする。

（事業経営計画への反映）

第２６ 処理業者等は，第２４第１項の規定による要請により協定を締結したときは，当

該協定において定められた事項を事業経営計画に反映させなければならない。

第７章 雑則

（適用除外）

第２７ 「産業廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指導要綱」の手続きを経て既

に設置された産業廃棄物処理施設等を処理業者等がそのまま使用する場合又は，次に掲

げる施設の設置等を行う場合は，この要綱の一部又は全部を適用しないことができる。

（１）国若しくは地方公共団体が設置する汚染土壌処理施設

（２）処理業省令第１条第１号，第２号及び第４号に掲げる施設
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（３）その他知事が必要と認める施設

（専門委員）

第２８ 知事は，第１０第１項に規定された施設計画等協議書が提出された際及び許可に

当たっては，必要に応じて，土壌汚染処理施設の設置等に関する計画が周辺地域の生活

環境の保全について適正な配慮がなされたものであるかについて専門的知識を有する者

の意見を聴くことができる。

２ 知事は，前項の規定により汚染土壌処理施設の設置等に関する意見を聴くため，専門

， （ 「 」 。）的知識を有する者のうちから 汚染土壌処理施設専門委員 以下 専門委員 という

を委嘱する。

３ 専門委員に関し必要な事項は別に定める。

附 則

(施行期日)

１ この要綱は，平成２２年 ４月 １日から施行する。
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別表第１(第６第２項関係)

１ 事業の概要及び汚染土壌の種類ごとの取扱量等を記載した事業計画書

２ 法人にあっては定款又は寄附行為及び商業登記法(昭和３８年法律第１２５号)第１０

条第１項に規定する登記事項証明書，個人にあっては住民票の抄本

３ 施設の位置図

４ 施設の周辺図

５ 汚染土壌搬入，搬出経路図

６ 敷地面積等の測量図

７ 処理施設，保管施設等の場内配置図

８ 処理工程図

９ 汚染土壌処理施設等の構造を明らかにする平面図，立面図，断面図，構造図及び設備

機械機器一覧表又は施設の仕様書

１０ 放流水(生活雑排水を含む。)がある場合における汚染土壌処理施設等の放流地点か

ら主要河川等までの放流経路を示した図面

１１ 汚染土壌処理施設等に係る土地の公図及びその登記事項証明書又は汚染土壌処理施

設等に係る土地の所有権がない場合は使用権原を有することを証する書面若しくは汚染

土壌処理施設の設置等を行うことに対する汚染土壌処理施設等に係る土地の所有者の承

諾が得られていることを証する書面

１２ 周辺地域の生活環境に及ぼす影響の防止対策に関する書面

１３ 汚染土壌の処理の事業を行うに足りる技術的能力を説明する書類

１４ その他知事が必要と認める書類
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別表第２(第１０第２項関係)

１ 事業の概要及び汚染土壌の種類ごとの取扱量等を記載した事業計画書

２ 法人にあっては定款又は寄附行為及び商業登記法第１０条第１項に規定する登記事項

証明書，個人にあっては住民票の抄本

３ 施設の位置図

４ 施設の周辺図

５ 汚染土壌搬入，搬出経路図

６ 敷地面積等の測量図

７ 処理施設，保管施設等の場内配置図

８ 処理工程図

９ 汚染土壌処理施設等の構造を明らかにする平面図，立面図，断面図，構造図及び設備

機械機器一覧表又は施設の仕様書

１０ 放流水(生活雑排水を含む。)がある場合における汚染土壌処理施設等の放流地点か

ら主要河川等までの放流経路を示した図面

１１ 施設の維持管理に関する計画書

１２ 汚染土壌処理施設等に係る土地の公図及びその登記事項証明書又は汚染土壌処理施

設等に係る土地の所有権がない場合は使用権原を有することを証する書面若しくは汚染

土壌処理施設の設置等を行うことに対する土地の所有者の承諾が得られていることを証

する書面

１３ 周辺地域の生活環境に及ぼす影響の防止対策に関する書面

１４ 汚染土壌の処理の事業を行うに足りる技術的能力を説明する書類

１５ その他知事が必要と認める書類


